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１．日本の今後の人口動態と国際人口移動
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外国人入国超過数：16.4万人
（出生率：1.36）

図１:日本人、外国人人口の推移（日本の将来推計人口（令和５年推計））

出所：国立社会保障・人口問題研究所（2023）

日本の将来推計人口（令和５年推計）
（令和５年４月公表）

1. 2020年国勢調査を基準人口とし2070
年までのわが国の将来人口（総人
口）を推計。

2. 出生、死亡について低位、中位、高
位の３仮定（計９シナリオ）を想定。

3. 外国人の入国超過数として163,791人
を仮定。

4. 2070年には総人口は86,996千人とな
り、その内、外国人人口は9,390千人
（対総人口比：10.8%）となる。

5. 前回推計と比較すると、2065 年時点
の総人口は前回 8,808 万人が今回 
9,159 万人となる。

6. 総人口が１億 人を下回る時期は 2053 
年が 2056 年になり、人口減少の速度
はわずかに緩む。これは国際人口移
動の影響が大きい。



１．日本の今後の人口動態と国際人口移動(2)
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図２:国際移動、出生率を変化させた場合の
総人口の推移

図３:国際移動、出生率を変化させた場合の
高齢者割合の推移

出所：国立社会保障・人口問題研究所（2023）出所：国立社会保障・人口問題研究所（2023）

国際人口移動のインパクトは大きく、入国超過25万人で出生高位（1.64）とほぼ同等のインパクトがある。
（2022年の実績：314,578 人増）。50万人でほぼ人口置換水準に相当する。
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１．日本の今後の人口動態と国際人口移動(3)
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図４：外国人人口割合の比較
出所：OECD (2022)

日本の場合、今後、大幅に外国人を受け入れたとしても、総人口に占める割合は相対的に低い水準
にとどまる。



本日の内容

1. グローバルな国際移住の潮流と日本
2. 留学生の動向
3. 移住プロセスとしての留学とは？
4. 「育成就労」制度のポイント
5. 日本語教育の新しい役割
6. 今後の展望
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1. グローバルな国際移住の潮流と日本
-日本はもう「選ばれない国」なのか？
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1.グローバルな国際移住の潮流と日本(1) －歴史

図５：日本の国際人口移動の推移
出所：各種資料より筆者作成
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1.グローバルな国際移住の潮流と日本(2) －歴史

第1期（1945-73年）

第二次世界大戦の終わりから第一次オイルショックまで

第2期（1973-89年）

オイルショックから冷戦の崩壊まで

第3期（1989-2008年）

冷戦の崩壊から世界金融危機（リーマンショック）まで

第4期（2008年-19年）

国際的な人の移動の拡大、深化とその反動
出所：de Haas et al.（2020）をもとに筆者作成

図６：グローバルな国際人口移動の時期区分

日本では第二期以降のグローバルな国際移住の経験はほとんど知られていない。
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1.グローバルな国際移住の潮流と日本(3)－マクロ分析

注：単位は万人。数値は2020年時点の各回廊（コリドー）を経て移動したストック人口。
【 】内の値は域内移動。

図７：国際人口移動のコリドーごとに見たストック人口（2020年）
出所：UN(2020）をもとに筆者作成

アジアが国際移住の中心地である。
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1.グローバルな国際移住の潮流と日本(4)－アジアの状況

出所：ADBI,OECD,ILO(2024）をもとに筆者作成
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（注１）フィリピン、バングラデシュ、中国、パキスタン、インド、ネパール、イン
ドネシア、スリランカ、ベトナム、カンボジア、ラオス、ミャンマー。（注２）湾岸
諸国とは湾岸協力会議（Gulf Cooperation Council）加盟国。サウジアラビア、アラブ
首長国連邦、カタール、オマーン、クウェート、バーレーン。（注3）中国、インド、
ベトナム、フィリピン、タイ、パキスタン、バングラデシュ、ネパール、インドネシ
ア、ミャンマー、スリランカ、カンボジア、ラオスからの移動。（注4） インド、ベト
ナム、フィリピン、タイ、パキスタン、バングラデシュ、ネパール、インドネシア、
ミャンマー、スリランカ、カンボジア。（注5）各値は2022/23年の値。(注6）日本の
値は就労を目的とした在留資格によるアジアからの新規入国者数（入管庁）。

図８：アジア域内の国際人口移動（フロー、2022年）
出所：ADBI,OECD,ILO(2021）をもとに筆者作成

図９：アジア諸国からの国際移動の目的地と送出し国の経済水準の関係

アジアから先進国への国際移住において日本は最大の受入れ国である。

アジア諸国（注1）からの国際移民（フロー）
約520万人/年

湾岸諸国（注2）へ
約265万人 /年

ASEAN諸国へ（注4）
約53万人/年

OECD諸国へ（注３）
約205万人 /年

日本へ約48万人/年 韓国へ約34万人/年米国へ約35万人/年



1.グローバルな国際移住の潮流と日本(5)－移住希望

出所：Gallup（2024）より筆者集計

出所：Gallup（2024）より筆者集計

図10：アジア諸国からの移住希望先の推移（上位10カ国）

表１：アジア諸国からの移住希望先（2018-23年平均）日本は主に高学歴層の移住希望先である。

義務教育 割合 高校卒 割合 大学卒
1 Arab Country 9.5% 1 United States 11.9% 1 United States 15.5%
2 Saudi Arabia 8.8% 2 Australia 10.0% 2 Australia 11.7%
3 United States 8.7% 3 Canada 9.4% 3 Canada 10.4%
4 Other Country 6.4% 4 Japan 8.0% 4 Japan 7.9%
5 Australia 5.2% 5 Other Country 7.0% 5 Other Country 5.0%
6 Canada 4.9% 6 Arab Country 6.9% 6 UK 3.7%
7 Japan 4.3% 7 UK 4.1% 7 Switzerland 3.2%
8 Turkey 3.7% 8 Saudi Arabia 2.9% 8 Germany 2.6%
9 Germany 3.5% 9 Germany 2.9% 9 Arab Country 2.6%
10 UAE 2.3% 10 Singapore 2.7% 10 Singapore 2.4%

東南アジア 割合 南アジア 割合 東アジア 割合
1 United States 20.5% 1 Arab Country 10.7% 1 Australia 13.3%
2 Japan 15.7% 2 Australia 9.0% 2 United States 12.6%
3 Canada 7.9% 3 United States 8.0% 3 Canada 9.6%
4 Australia 5.6% 4 Canada 7.9% 4 Japan 7.0%
5 South Korea 5.6% 5 Saudi Arabia 6.9% 5 Switzerland 4.3%
6 Singapore 4.2% 6 UK 3.9% 6 Germany 3.4%
7 Switzerland 2.7% 7 Japan 3.4% 7 United Kingdom 2.3%
8 UK 2.6% 8 Germany 3.2% 8 Denmark 2.2%
9 Germany 2.0% 9 Turkey 3.1% 9 Norway 2.1%
10 Thailand 1.9% 10 Italy 2.3% 10 Sweden 2.0%
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注：18-49歳人口に限定。
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1.グローバルな国際移住の潮流と日本(6)

1. こうした傾向は近年、理論・実証の両面から確認、
支持されている（e.g. de Haas et al. 2020, IMF 
2020)。

2. 経済発展とともに、チャンスとしての国際移動へ
の意欲（aspiration）と能力（capability）が高ま
ることで、むしろ国際移動は増加するとされる。

3. 実際、IMFの最新の研究によると、一人当たり
GDPが2,000米ドル位になると移民送り出し圧力
は低下するものの、高所得国への移動は7,000米
ドル位に達するまで高まり続ける。

4. 日本が現在、経験していることもこうした理論と
整合的。

⇒アジアの経済成長は日本への移動を増やす。
図11：意欲－潜在能力モデル（AC-model）の概念図

出所：de Haas(2010)
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1.グローバルな国際移住の潮流と日本(7) メカニズム

ある個人が国際移住をする確率は期待収益(𝑬𝑬 ∆𝒀𝒀 )の額が大
きいほど高まるが、期待収益は二国間の所得格差だけでは
なく、滞在期間（l）、不確実性(𝜹𝜹) 、及び移住コスト(C)
（及び予算(L)）によって決定される。

個人iが国際移動を選択する確率Piは以下の式で表され
る（𝑤𝑤𝑖𝑖𝑟𝑟が移住意欲と𝐿𝐿𝑖𝑖が移住能力と関連する）。
（Borjas 1987を修正）

𝑃𝑃𝑖𝑖 = Pr 𝜀𝜀 ≻ − 𝐸𝐸 ∆𝑌𝑌 − C + 𝑤𝑤𝑖𝑖𝑟𝑟 /𝜎𝜎𝜀𝜀 = 1 −Φ(𝑧𝑧)

Where

𝐸𝐸 ∆𝑌𝑌 = �
𝑛𝑛=0

𝑙𝑙
∆𝑌𝑌𝑛𝑛

(1 + 𝛿𝛿)𝑛𝑛
+ 𝜀𝜀 > 𝐶𝐶 + 𝑤𝑤𝑖𝑖𝑟𝑟

∆𝑌𝑌𝑛𝑛 = 𝑌𝑌𝑑𝑑�𝑛𝑛 − 𝑌𝑌𝑜𝑜�𝑛𝑛
𝑠𝑠. 𝑡𝑡. 𝐶𝐶 < 𝐿𝐿𝑖𝑖

𝑌𝑌𝑑𝑑�𝑛𝑛:目的国におけるn年の所得,𝑌𝑌𝑜𝑜�𝑛𝑛: 出身国におけるn年の所得, l :滞在期
間, 𝛿𝛿:割引因子,C:移住コスト,𝑤𝑤𝑖𝑖𝑟𝑟: 個人iの国際移住に関する留保賃金, 𝐿𝐿𝑖𝑖:個
人iの流動性制約, Φ(𝑧𝑧):標準正規分布関数, 𝜀𝜀: 誤差項, 𝜎𝜎𝜀𝜀:誤差項の標準偏差
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(-)

⇒現下の円安の場合：円安によって期待収益（𝐸𝐸 ∆𝑌𝑌 が）低下するものの、移住コストの高さが来日の最大の制
約となっている局面では、移住コスト（ C）の低下によって、むしろ移住者を増加させる。
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２.グローバルな国際移住の潮流と日本(8)

図13：2040年までの外国人労働者数の推移
（国籍別総入国者数、及び純入国者数）

図12：国際移動回廊（コリドー）の規模の推移
出所：IMF World Economic Outlook 2020 APR

今後も日本を目指す外国人労働者は増加

出所：JICA（2024)
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小括：日本は「選ばれない国」なのか？
1. アジアワイドで広がる国際労働市場の隆盛の中で、日本が新

興の目的国として位置づけられるようになっている。
2. 背景には「意欲-潜在能力モデル」が明らかにするように、こ

れらの国の経済成長と日本との間の経済格差の縮小があり、
当面の間、こうした傾向は持続、拡大すると見込まれている。

3. これは日本に固有の要因によるものではなく、上記の構造的
要因によるもの。また、こうした特徴はアジアが19世紀以来、
出稼ぎ労働（国際労働市場）を軸とした国際移住を経験して
来たことに由来する。

4. つまり、日本が「選ばれない国」であるという議論は間違い
であり、事実はむしろその逆である。
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2. 留学生の動向

16



２．留学生の動向

図16：外国人の入国超過数に対する在留資格ごとの寄与度
出典：出入国管理統計年報より筆者作成
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２．留学生の動向 (2)
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図14：在留資格「留学」の推移（全教育機関） 図15：在留資格「留学」による新規入国者数
出所：在留外国人統計 出所：出入国管理統計

新型コロナ禍による水際措置により新入生の補充がかからず、留学生は減少。2022年以降は回
復し、24年は過去最高の水準で推移。
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２．留学生の動向 (3)
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表２：先進各国における留学生（高等教育）の受入れ数の推移

出所：OECD International Migration Outlook 2024

日本は留学生の年間受入数で見ると先進国中第５位の受け入れ規模。

2013 2019 2020 2021 2022 2023 2023/22 2023/19

1 United Kingdom 264.9 376.1 221.9 367.5 476.1 457.7 -3.9 21.7

2 United States 534.3 363.6 102.9 399 409.2 442.4 8.1 21.7

3 Canada 77.1 171.2 50.7 214.9 275.4 351.7 27.7 105.4

4 Australia 94.6 155.6 73.5 59.2 189 234.6 24.1 50.8

5 Japan 70 121.6 49.7 11.7 167.1 139.6 -16.5 14.7

6 France 61 86.4 70.9 86.6 98.3 103.3 5.1 19.6

7 Spain 25.9 43.4 20.9 41.9 49.2 64.2 30.4 47.8

8 Germany 36.9 49.2 12.4 53.6 64.6 57 -11.7 16

9 Korea 19.2 35.3 28.3 38.6 57.2 47.7 -16.6 35.1

10 Italy 16.2 20.3 8.5 17.5 25.1 27.6 10.1 36

Total OECD 1315.7 1580.1 750.4 1431.3 1982.3 2115.5 6.7 33.9

Total EU/EFTA 229.8 327.1 214.8 335 390.9 415.8 6.4 27.1

Source: OECD International Migration Database.

Thousands Change (%)

Note: Data refer to international tertiary-level students, including students enrolled in language courses (excluding intra-EU/EFTA international students). The
data do not include professional training courses. 2023 totals are estimated forLatvia and Portugal, based on the average 2023/22 percentage change registered
for EU/EFTA countries for which 2023 data are available.



３．移住プロセスとしての留学とは？
グローバルに見た留学先としての日本

20



３．移住プロセスとしての留学とは？

• 中卒以下の学歴、２週間程度の準備期間、10-20万円程度の渡航資金、平均賃金400-600ドル（湾
岸産油国）

• 中卒以下の学歴、１月程度の準備期間、平均賃金6-8万円程度（台湾）

湾岸産油国、周辺国への移動

• 高卒以上の学歴、半年程度の準備期間、50-100万円程度の渡航資金。

日本への移動（技能実習）

• 高卒以上の学歴、数年にわたる留学期間、学費＋生活費。←卒業後の就労まで含めなければ赤字。

日本への移動（留学）（→就職）

• 資格、スキル、経験等に対する高いハードル（就労）←事実上困難。
• 高卒以上の学歴、数年にわたる留学期間、（非常に高い）学費＋生活費（留学）

他の先進国での就労、留学
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３．移住プロセスとしての留学とは？(2)
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1. 留学のベネフィットがコストを上回る
場合に留学を選択する。

2. 日本では留学生の学費が安く、また相
対的に長いアルバイトが可能。

3. 足元の円安により、留学費用が安くな
ることで留学生の増加につながる。

図17：高等教育機関における自国学生、及び留学生の学費の比較

図18：留学生に許可されたアルバイト時間の比較

出所：International Migration Outlook 2022, OECD

出所：International Migration Outlook 2022, OECD
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日本 日本語学校

韓国

EPS（雇用許可制）

日本 監理団体

米・英・豪など

英語圏の大学等

インド（自由な往来）

ネパール国内 外国

日本
ﾈﾊﾟｰﾙ・ｲﾝﾄﾞ料理店

日本国内の大学

中東、マレーシア等
の就労先

技能実習 実習実施者

日本国内の専門学校

中国、バングラデシュ

等の医学部

欧州諸国の

非英語圏の大学等

都市部

（首都カトマンズ）
非都市部

準都市部

（ポカラ等）

教育コンサルタンシー
（日本を主に扱う）

教育コンサルタンシー
（日本、他国双方扱う）

サブエージェント

年齢学年 教育段階
22 18
21 17
20 16
19 15
18 14
17 13

16 12

15 11

14 10

13 9

12 8

11 7

10 6

9 5

8 4

7 3

6 2

5 1

4

3

高等教育

中等教育
（4年間）

基礎教育
（8年間）

幼稚園

10＋２
テンプラスツー

教育コンサルタンシー
（日本を主に扱う）

教育コンサルタンシー
（日本、他国双方扱う）

教育コンサルタンシー
（英語圏を扱う）

韓国EPSセンター
（韓国産業人力公団）

仲介斡旋事業者
（技能実習扱う）

教育ｺﾝｻﾙﾀﾝｼｰ
（主に韓国語教育）

技能実習候補者育成機関

仲介斡旋事業者

サブエージェント

教育レベル

どのサブエージェントと
関わるかによって
行き先が異なる

仲介斡旋事業者経営者の
出身地域から募集する例が多い

教育コンサルタンシー
経営者の出身地域から

募集する例が多い 日本技能実習、韓国EPSは、
教育レベルは幅がある

（10+2修了者～10年教育止まりまで） 留学

労働

すでに日本に在留する者が
仲介斡旋機能を果たしている

地縁・血縁関係者、
先に海外に出ている知人

仲介斡旋業を生業としていない、
地縁・血縁関係者等も実質的に
仲介斡旋に関係している例も

（果たしている機能は
サブエージェントと類似）

地縁・血縁関係者、
先に海外に出ている知人

留学生の候補を集める
役割を果たすサブエー

ジェントもいる

教育コンサルタンシーが留学先斡旋
紹介の中心的な役割を果たす

教育コンサルタンシーの地
方への広がりがみられる

例）ネパール・日本への移動プロセス
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加・米・英・豪などで

永住権取得

フィリピン国内 外国

都市部（メガマニラ）地方・地方都市

日本 日本語学校

日本 専門学校

（介護福祉士養成校）

韓国

EPS（雇用許可制）

＜中東＞
サウジアラビア、UAE、

カタール
＜アジア＞
台湾、香港、

シンガポール等へ

韓国EPSセンター
（韓国産業人力公団）

医療系大学・
看護学校

PO
EA

認
可

仲
介
斡
旋
機
関

留学斡旋事業者
（政府認可不要）

特定技能試験

高度人材

（英語講師等）
4年制
大学

仲
介
斡
旋
機
関

：PO
EA

認
可

日本 介護施設（EPA）
日本 介護施設（技能実習）

日本 介護以外（技能実習・特定技能等）

中
技
能
以
上
の

労
働
者
送
出
し

在学中に受験・合格すれば
退学して、特定技能として就労も

在留資格「介護」は、
「日本語学校→専門学校

→就労先」まで
決まった状態で出国

日本 介護施設（特定技能）

日本 介護施設（介護）

（G-to-G）

高校

大卒者

フィリピンで大卒資格が
あるため、就職可

主
に
低
熟
練
の
労
働
者
送
出
し

最終的に欧米圏での
永住権取得を目指す
（Stepwise Migration）

PO
LO

管
轄

全
受
入
れ
企
業

ドイツ、サウジアラビア

PO
LO

管
轄

全
受
入
れ
企
業

元実習生らが運営するケースも
あり、その場合は、送出し機関へ

の紹介機能の方が中心

サブエージェント
（個人エージェント）

地縁・血縁関係者、
先に海外に出ている知人

その他欧米・中東

TESDA
ケアギバーNCⅡコース

• 多くの契約期間は2年間
• 看護師等の中技能以上の労働者も含め、
中東では永住権の付与が見通せないた
め、2年契約・一時帰国・再雇用を繰り返
すパターンが多い

高卒・大卒
以上

高卒・高卒
未満

家事労働者の送出しが全体の約半数を締める仲
介
斡
旋
機
関

：PO
EA

認
可

日本語学校（名ばかり日本語学校も含む）

特定技能
試験 技能実習2号修了者を

プールし、特定技能での
送出しを行う送出し機関も

存在

行政
無料職業紹介所

フィリピンから海外への移住労働のうち、
POEA認定の仲介斡旋機関経由での

移動が全体の９割を占める

地方、低熟練層ほど
サブエージェントを

利用

女性は地方出
身者が6割以上

例）フィリピン・日本への移動プロセス



人民委員会

例）ベトナム・日本への移動プロセス

ベトナム 日本

仲介者（個人）

地方の職業訓練校（公的）

地方の職業紹介所（公的）

留学斡旋ランセンス

留学生支援団体
留学生アルバイト斡旋

監理団体（組合）

大学・大学院

人材紹介会社

企業（技能実習、特定技能）

企業（高度人材）

自社セミナー
（地方の高校、人民委員会の協力等 ）

小規模事業者、塾レベルの日本語学校

元技能実習生、村の有力者

国営のグループ関連会社等

日本語ｾﾝﾀｰ

送出し機関 【民営】

（募集、日本語教育等 外注型）

海外労働斡旋ライセンス

各省の地方局ネットワーク

自社 広告（メディア、ＳＮＳ）

送出し機関 【国営・民営】

海外労働斡旋ライセンス・留学斡旋ライセンス

職業訓練校 日本語ｾﾝﾀｰ

日本語センター

海外労働斡旋ライセンス借り

学年 年齢 教育段階
17 22
16 21 大学

15 20 短大
専門
学校14 19

13 18

12 17 下級
中等教育
（高校）11 16

10 15

9 14 下級
中等教育
（中学校）8 13

7 12
6 11

技能工・組立工

技師

未熟練労働者

＜教育＞

（地域）

仲介事業者（団体）
北中部

＜職業等＞

紅河デルタ地域

情報へ自力
でアクセス

地方の
公的機関
の紹介

知り合い
の紹介

短期大学・専門大学

就職

大学・大学院

日本語センター
（企業面接までの教育）

募集下請け

募集下請け

教育等外部委託

企業（高度人材）

留学エージェント

企業（留学生アルバイト）

日本語学校

登録支援機関

連携

連携

日本語センター

労働仲介斡旋事業者
（海外労働斡旋のライセンス無し）

仲介者・仲介事業者の
ネットワークにより、

ルート・送出し先（留学、
技能実習等）が決まる

海外送出し制度が
一般的に認知され、
自社募集の割合が向上

＜技能実習＞
短大・専門卒

↓
高卒（現状）

↓
中卒（今後）

高給就労機会
が無いことで、
都市部大学
進学層も

（賃金2.5万円層）

募集・企業面接までの
日本語教育を行う

下請けビジネスの拡大

ライセンス借りをする
企業が増加

エンジニア（高度人材）は
送出し制度が無いため、

送出し機関、日本語センター、
監理団体・人材紹介会社を通す 等 様々

大学等に送出し機関
や日本語センター等の

教育施設がある

国営企業は、
地方関連機関等
との連携が強い

DOLAB

日本語センター

委託

介護、医療施設

送出し機関 韓国（EPS）、マレーシア、台湾など



ミャンマー
日本

仲介者（個人）

留学生支援団体
留学生アルバイト斡旋

監理団体（組合）

大学・大学院

人材紹介会社

企業（技能実習、特定技能）

企業（高度人材）

自社セミナー（地方開催）

元技能実習生、村の有力者

日本語学校

送出し機関
【元日本語学校】

Facebook

送出し機関

【日系企業母体】

海外労働斡旋ライセンス

職業訓練校 日本語学校

日本語学校

海外労働斡旋ライセンス借り

学年 年齢 教育段階

15 20 大学

14 19 ディプ
ロマ

13 18 短大

12 17

11 16 下級
中等教育
（高校）10 15

9 14 下級
中等教育
（中学校）

8 13
7 12
6 11

販売

飲食

農業手伝い

＜教育＞

＜職業等＞

情報へ自力
でアクセス

近くの日本語
学ぶ場

知り合い
の紹介

短期大学・職業訓練校

就職

大学・大学院

日本語学校

企業（高度人材）

留学エージェント

企業（留学生アルバイト）

日本語学校

登録支援機関

連携

日本語学校

都市／地方都市サービス

日本語学校
（地方・地方都市）

僧院・教会 日本語教室
（ボランティア）

連携

日本語学校

地方 都市（ヤンゴン）

職業訓練校 日本語学校

海外労働斡旋ライセンス

海外労働斡旋ライセンス

送出し機関

【他国送出しからのシフト等】

中退者

中退者／通信（働き
ながら学ぶ）在籍者

個人エージェント

例）ミャンマー・日本への移動プロセス
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西ヌサントンガラ州

韓国：EPS

日本：技能実習

マレーシア：オペレーター

マレーシア：家事労働者

マレーシア：
プランテーション労働者

政府 対 政府

村レベル 県レベル（県庁所在地） 都市部

個人エージェント
（チャロ）

個人エージェント
（スポンサー）

仲介斡旋機関

移民保護庁の送出しのライセンスあり

研修も実施

仲介斡旋機関

移民保護庁の送出しのライセンスなし

移民保護庁の地方支所

ワンストップサービス

海外へ働きに行きたい人の
登録～研修を実施 仲介斡旋機関

移民保護庁の送出しのライセンスあり

留学斡旋事業者

中国：留学

語学学校 職業訓練

仲介斡旋機関語学学校

インドネシア 海外

台湾：家事労働者

台湾：介護士

香港：家事労働者

シンガポール：家事労働者

サウジアラビアなど湾岸諸国
：家事労働者

小学校卒

中学校卒

大学生・大卒

欧米：留学

送出しのみ

湾岸諸国への家事労働送出しは原則禁止
2018年より一部解禁

違法ルート：観光ビザで入国2017年法改正後高校卒

SNSで宣伝、口コミ

家族・親族の口コミ

仲介斡旋機関

移民保護庁の送出しのライセンスあり

研修も実施

個人エージェント
（スポンサー）

仲介斡旋機関

移民保護庁の送出しのライセンスあり

研修も実施

韓国：留学

日本：留学

日本：特定技能

例）インドネシア・日本への移動プロセス



３．移住プロセスとしての留学とは？（3）－「緩やかな社会的統合」の入口
「緩やかな社会的統合」（是川 2019: 258）
• 移民／外国人が個々の移住過程において、労働や教育といった社会の主要な領域で、完全ではないもの
の日本人との階層的地位の差が縮小する傾向が見られること。

• 日本では活発な新卒市場を背景に、主に教育課程を通じた移住過程（ECMP）による外国人の流入、定
住化が進んでいる。
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留学

就労

永住

1. 日本は新卒市場が活発なため、留学から就労へ
の切り替え、あるいは就労を目的とした新規入
国が諸外国と比較しても多い。

2. 永住者の経済的地位は高学歴層では日本人より
も平均的に高く、それ以外の学歴では日本人よ
りも低いものの、定住者などの他の在留資格よ
り高い傾向が見られる。

教育課程を通じた移住過程（ECMP）

日本人の配偶者
など, 23.3%

留学, 20.2%

家族滞在, 17.5%

定住者, 
10.9%

日系人, 8.6%

技人国, 7.8%

永住者の配偶者, 
4.2%

その他, 
7.6%

出所：入管庁（2021）より集計

図19 2016-20年の間に永住資格を取得した者の来
日当初の在留資格の内訳



３．移住プロセスとしての留学とは？(4)
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図20 留学からの切り替え者が各ビザの毎年の新規取得者に占める割合の比較
出所：International Migration Outlook 2022, OECD

日本において海外からの入職ルートにおける留学の役割は大きい。



３．移住プロセスとしての留学とは？(5)
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図21 留学生の入国５年後、10年後の滞在率の比較
（総数）

図22 留学生の入国５年後の滞在率の比較
（中国、インド）

出所：International Migration Outlook 2022, OECD出所：International Migration Outlook 2022, OECD

日本における留学生の定着率は国際的に見ても高く、近年より一層、高くなる傾向にある。

→留学は日本への定住、永住に向けた重要な一歩となっている。



３．移住プロセスとしての留学とは？（6）

PSIJの最新の調査結果より
調査期間：2023年12月15日頃～1月31日まで
対象：全国の日本語学校で学ぶ留学生
回答数：2,157件
回答者の主要な属性：

• 平均年齢 24歳
• 国籍：ネパール37.5%, ベトナム13.6%, 中国9.5%, ミャンマー7.4%, 
インドネシア4.0%, タイ0.6%, モンゴル0.9%, スリランカ4.7%

• 本人の学歴：中卒 2.9%, 高校／専門 58.1%、短大／大学以上 37.4％
• 父親の学歴：中卒 28.0%,高校／専門 36.1%,短大／大学以上 23.7％
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３．移住プロセスとしての留学とは？（7）
1. 留学生の内、3.2％は技能実習生として来日経験あり（ﾍﾞﾄﾅﾑ 7%、ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ 4.9%）。
2. 留学生の内、33.7％が来日理由として「日本で（いずれ）働きたかったから」を選

択。
3. 日本への留学を決める際、他の国と迷ったという人は34.9％にとどまる。
4. その内、日本を選んだ決め手は①「日本の社会や文化が好き（41.6%）」、②「日

本で働きたいから（43.6%）」、③「安全だから（44.0%）」④「自分の国に近い
から（15.6%）」と続き、「学費の安さ」を挙げたものは10.6％、「日本の学校に
しか合格しなかった」は7.9％にとどまる。

5. 来日の際、留学以外の方法を考えた者は57.4％であり、「技人国」 21.5%, 「特定
技能」20.7%,「技能実習」 13.9%となっている。

6. 日本語学校を卒業した後、「日本で働きたい」と答えた者は21.6%であり、その際
の在留資格は「技人国」35.3%, 「特定技能」13.4%、「介護」17.1%であった。

7. その際、希望する滞在期間は「可能な限り長く」55.1％、「5-10年」28.8%、「5
年以内」5.3%であった。

⇒就労を契機とした留学、あるいは卒業後の就労を目的とする留学生は多い。
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4.「育成就労」制度のポイント
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育成就労制度及び特定技能制度のイメージ

（注１）特定技能１号の試験不合格となった者には再受験のための最長１年の在留継続を認める。

（注２）育成就労制度の受入れ対象分野は特定技能制度と原則一致させるが、特定技能の受入れ対象分野でありつつも、国内での
育成になじまない分野については、育成就労の対象外。

高技能レベル

（就労開始までに）
○ 日本語能力A１
相当以上の試験
（日本語能力試験
（ＪＬＰＴ）のＮ
５等）合格

or
○ それに相当する
日本語講習の受講

受入れの範囲︓育成就労産業分野
（注２）

○ 技能検定基礎級等
＋

○ 日本語試験（A１相当以上の水
準から特定技能１号移行時に必要
となる日本語能力の水準までの範
囲内で各分野ごとに設定）

⇒これらの試験への合格が
本人意向の転籍の条件

○ 技能検定試験３級や特定技能１号評価試験
＋

○ 日本語能力Ａ２相当以上の試験(ＪＬＰＴ
のＮ４等)

※ 育成就労を経ずに外国で試験を受験して
特定技能１号で入国することも可。

○ 特定技能２号評価試験
＋

○ 日本語能力Ｂ１相当
以上の試験（ＪＬＰＴの
Ｎ３等）

特定技能１号
（５年間）

特定技能２号
（制限なし）

育成就労
（３年間）

（注１）
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5．日本語教育の新しい役割
生活者、そして働くための日本語教育
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5．日本語教育の新しい役割

難民 その他の人道
的移民

新規家族移民
（成人）

新規労働
移民 長期居住者 受講期限

米国 〇 〇 〇 〇 〇 なし
カナダ 〇 〇 〇 〇 〇 なし
オーストラリア ◎ 〇 〇 ◎ 〇 ５年
ドイツ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ なし
フランス ◎ - ◎ ◎ × １年
英国 〇 〇 × 〇 〇 なし
イタリア ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ２年
韓国 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ なし
（参考）日本 〇 × 〇 × 〇 なし

表３：主要国における語学訓練へのアクセスビリティ

出所：OECD (2021）より作成
注：◎参加可能（制限なし）、〇参加可能（制限あり）、×参加不可



5．日本語教育の新しい役割 (2)

平均的な受講可能時間 人道移民に対する公的クラス 特別なニーズがある人へのク
ラス

カナダ 制限なし 制限なし -
オーストラリア制限なし 制限なし 制限なし

ドイツ

600時間（＋100時間のオリエ
ンテーション）、400時間の
インテンシブプログラム
（+30時間のオリエンテー
ション）

-

900時間（文字の読めない人
向け、+100時間のオリエン
テーション）
B1に到達できない場合、300
時間を追加。

フランス 400時間 400時間 600時間
英国 6-12週間 12か月 -
イタリア 100時間 - -
韓国 485時間 - -

出所：OECD (2021）より作成

表４：主要国における受講可能時間



5．日本語教育の新しい役割 (3)

公的財政負担の有無 総予算額 1時間当たりの受講者負担
米国 あり 6.6億ドル（連邦）（約957億円） 連邦政府からの補助あり
カナダ あり 2.6億加ドル（連邦）（約280億

円） 無料
オーストラリアあり 2.3億豪ドル（約217億円） 無料

ドイツ あり 10億ユーロ（統合コース、職業訓
練費用を含む）（約1,466億円）

2.20ユーロ（2年以内にコースを
修了した場合50%を返金）、2.62
ユーロ（仕事のための語学クラ
ス）。仕事をしていない場合無料。

フランス あり
2.5億ユーロ（統合コース）（約
367億円）、5,400万ユーロ（長期
居住者）（約80億円）

無料

英国 あり - 失業中の場合は無料
イタリア あり 1,900万ユーロ（約27億円） 無料
韓国 あり 516万ユーロ（約7.6億円） 無料

出所：OECD (2021）より作成

表５：主要国における予算額、及び個人負担額



5．日本語教育の新しい役割 (4)

1. 言語教育は統合政策の要であり、生活全般、特に労働市場へのス
ムーズな統合において重要。

2. 第二世代の教育達成を始めとする世代間移動においても、親世代
の言語能力は重要。

3. 言語教育はいずれの国でも統合政策において、財政的支出の大半
を占めている。

4. いずれの国においても財政上の制約、及び語学教師の待遇の悪さ
については課題となりつつも、様々な工夫により課題を解決。

5. 学習者自身の意欲を高める工夫、多様なアクターの参画、コース
全体への適切な評価といった点が重要。



5．日本語教育の新しい役割 (5)

生活のための
日本語

【地域】

留学

【学校】

仕事

【職場】
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• 自治体が主催
• 日本語教師はボランティ
アが中心

• 安い参加費用
• 求められる日本語レベ
ル：初～中級

• 日本語学校で1～２年間
学ぶ

• プロの日本語教師
• 高い授業料
• 求められる日本語レベ
ル：中～上級

• 企業におけるOJTを含む研修
• 雇用者も使用者も学習より仕事
を優先しがち。

• 求められる日本語レベル：専門
的かつ高度。

【受益者＝負担者（＝学生）】

【受益者（受講者）≠負担者（自治体）】

【受益者（労働者）≠負担者（雇用主）】

・求められる日本語レベルに応じた教育内容。
・受益と負担の不一致による教育機会の不足を解決する必要。
⇒国による研修実施者（雇用主）への補助金などの活用。

日本語教師（44,030人）の内、28.8%が法務
省告示機関に所属、14.9％が常勤。日本語学
習者の内68.1％が留学生（令和４年）



６．今後の展望
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送出機関

育成就労

SSW-2

SSW-1

日本語学校
(F)

大学

技人国

永住
日本

日本語レベル

６．今後の展望 
送出国

高校等

大学等

短大／ポリテク等専門学校

（日本語教育）

日本語学校
(J)

1. 今後、日本語学校や専門学校を終えた後、特定技能試験を受験するルートが拡大すると予想される。
2. それに伴って留学の希望者も大きく増える可能性が高い。
3. 技能実習→特定技能など、就労ルートにおいて日本語教育の必要性が高まる。
4. 特定技能２号の全分野拡大に伴い、帯同家族も増加すると見込まれる。

日本語教育の必
要性の高まり （N4）

（N3）

家族
（配偶者、子ども）

（日本語教育）



６．今後の展望 (2)

1. 育成就労制度の新設、特定技能１号の分野追加、及び特定技
能２号の分野拡大等により、これまでの留学に加え、就労や
生活といった多様な場面において日本語教育の重要性が高ま
る。

2. 認定日本語教育機関、登録日本語教員制度の施行に伴い、こ
うした需要にこたえるための受け皿としての期待が高まって
いる。

3. 日本語教育は今後、日本が国際的な人の移動の活力を取り入
れ、成長していくにあたってのKey Playerとなることが予想
される。
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